
令和７年度 第１回さいたま市地域スポーツ・文化クラブ活動体制整備研究協議会の概要 

 

１ 開催日時  令和７年８月２５日（月）  １６時００分から１７時００分 

 

２ 会  場  第７委員会室（議会棟２階） 

 

３ 出 席 者  長岡有実子  関田  晃  吉田由美子  浅見 正史  長谷川 司 

山下 誠二  小野崎研郎  遠藤 秀一  神      輝  小見  陽 

石原 光親    関井 一夫  菅野千香子  米田 文彦 

竹居  秀子  野津 吉宏  深津健太郎  大熊 裕史  川田 泰則 

 

４ 概  要 

（1）指導者アンケートについて 

〇「地域クラブ活動とは何か分からないと回答しづらい」との指摘。 

〇指導だけなのか運営も含むのか説明が必要。 

・事務局は「アンケートは指導に関するもの」と回答し、リーフレット等で補足予定。 

（2）「まちクラブ」について 

〇「『まちクラブ』の図に、生徒のことが示されていない」との質問。 

・事務局は「生徒は、『まちクラブまちクラブ』の下にある各クラブに所属する」と説明。 

・委員長から「学校運営協議会や地域団体が『まちクラブ』を担う場合もある」と補足。 

（3) ＰＲリーフレットについて 

〇「学校の教員が関わらなくなるように見える」との指摘。 

・事務局は「教員も兼職兼業で関わるが、説明が弱いので修正する」と回答。 

〇文化部については休日活動が少なく、現状では検証対象外。今後の検討課題。 

（4) 名称の混乱について 

〇「『まちクラブ』と地域クラブ活動の名称が分かりにくい」との意見。 

・事務局は「『まちクラブ』は運営団体の名称であり、理解しやすい表現を検討する。」

と回答。 

（5) 受益者負担について 

〇全校展開には、約 9 億 1,500 万円が必要との試算。仮に月額 2,000 円の受益者負担を 

設定すると、約 4億 6,800 万円を賄える（全体の半分程度）。 

・委員からは、2,000円か 3,000 円が、許容できる額ではないかという意見。 

〇経済的困窮世帯への支援策も同時に検討する方針。 

 

５ ま と め 

（1）指導者アンケートは、「活動内容の説明不足」が課題。 

（2）生徒の所属や「まちクラブ」の役割を明確にする必要あり。 

（3）リーフレットは「教員も関わる」ことを強調する修正が必要。 

（4）名称の整理と分かりやすい説明が求められている。 

（5）受益者負担額の決定については、国の動向や他の自治体の例を参考に検討していくことが

必要。また、経済的に困窮する世帯への配慮が課題。 
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令和７年１２月１８日（木）

さいたま市役所第２別館 教育委員会室

令和７年度 第２回さいたま市地域スポーツ・文化クラブ活動体制整備研究協議会

本日の内容

１ 報告事項
(1)モデル校の活動状況等
(2)ワーキンググループの検討状況
①人材確保・育成ＷＧについて
②地域連携・支援ＷＧについて
③財政戦略・運営ＷＧについて
④リスク・法務対策ＷＧについて

２ 協議事項
(1)さらなる指導者確保の方策について
(2)広報活動のさらなる充実について

1
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(１)モデル校の活動状況等

【モデル校の取組】
９月 モデル校新規２校 合同保護者説明会実施

１０月

モデル校新規２校 実証検証開始

１２月

「まちクラブ」先行実施校元校長による講演

『かたやなぎクラブ』立ち上げの経験を踏まえた講話
（各モデル校の校長が参加）

第２回ＷＧ

第３回ＷＧ

１１月

（第４回地域連携・支援ＷＧ内）

モデル校８校合同研修会

各モデル校校長と教育委員会による
オンラインミーティング（モデル校同士の情報共有）

各ＷＧ開催

第４回ＷＧ

8/25第１回協議会以降の取組

2

(１)モデル校の活動状況等

● 教員の負担軽減と専門的指導の導入
・地域人材や外部指導者の活用により、教員の
指導負担が軽減、専門的な指導が実現

● 円滑な運営体制の構築

・統括団体との役割分担やアプリの活用などに
より、連携・情報共有が実現

● 地域・保護者との連携促進

・学校だよりや保護者同席の理事会により、地域
全体で活動を支える意識が醸成

● 運営ルールの整備

・平日と土日で共有すべき情報の整理
⇒【リスク・法務対策ＷＧ】

・土日のセキュリティ体制（鍵、セットの管理）
⇒【財政戦略・育成ＷＧ】

● 指導者の確保と持続可能性

・統括団体の変更に伴う指導者の変更⇒次期契約見直し
・統括団体による指導者の迅速な確保
⇒【人材確保・育成ＷＧ】

【成果】 【課題】

【今後の見通し】
既存の団体と連携し、『まちクラブ』立ち上げに向けて役割の周知や協力体制を構築するとともに、
立ち上げの手順等を示す『まちクラブ立ち上げマニュアル』を作成 ⇒【４ＷＧ・モデル校】

第３回協議会で素案提示

3
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合計小学校教職員市職員中学校教職員
２４４人
（６％）

２３人
（３％）

７０人
（３％）

１５１人
（１８％）指導したい

６２２人
（１５％）

９２人
（１２％）

２７９人
（１１％）

２５１人
（２９％）

条件によっては
指導したい

３３３６人
（８０％）

６６２人
（８５％）

２２１５人
（８６％）

４５９人
（５３％）指導できない

令和7年度部活動数・指導者数 指導可能人数

(2)ワーキンググループの検討状況

①人材確保・育成WG まとめ

アンケート分析「休日の地域クラブ活動の指導者として、指導することについて伺います。」に対する回答

約２４５０名 ８６６名

全指導者（顧問数と外部指導者数）。複数の

部活動兼任している教員、外部指導者も含む
【参考】全部活動数 １１２９

教員以外の外部指導者数 ２７０

「指導したい」、「条件に

よっては指導したい」の合算

4

武道（剣道、柔道）

＜上位３競技＞
軟式野球 １３７人
サッカー １３２人
バスケットボール １００人

(2)ワーキンググループの検討状況

①人材確保・育成WG まとめ

アンケート分析 指導可能な種目を選択してください。（複数回答可）の回答

5

4
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今後の検討事項 （アンケート結果を踏まえて）

①報酬制度の見直し
(時給の引き上げ、交通費・大会引率費の支給、活動時間に応じた確実な支給)

②活動頻度・日程の柔軟化
（月２回程度、週1回程度など指導者の希望に沿った指導体制の検討）

③責任範囲の明確化
（保護者対応の明確化、事務作業の範囲の明示、契約形態の透明化）

④専門性・希望の尊重
（指導種目を選べるように、勤務校や近隣で指導できる環境整備）

⑤指導体制の整備
（複数指導者体制、大会引率等の分担）

＜その他の意見＞
〇ボランティア参加も一定数存在するため、より多くの人材が関わりやすい環境整備ができるとよい（市職員）
〇年度初めに年間予定を提示し、家庭との調整が可能となるようにしてほしい （小学校教職員）

(2)ワーキンググループの検討状況

①人材確保・育成WG まとめ

6

(2)ワーキンググループの検討状況

①人材確保・育成WG まとめ

今後に向けて

１ さらなる人材確保に向けた方策について

例１ アンケート対象者の拡充
（各学校の運営協議会、スポーツ協会、大学、スポーツコミッション、スポーツ推進委員 等）

例２ 各地域クラブにおける指導者数の考え方の整理
各地域クラブにおける参加生徒数に対する適切な指導者数を整理する

例３ 拠点校部活動の整備等
拠点校で活動できる環境を整備し、部活数の精選につなげることで、必要な指導者数を削
減する。

※ 拠点校部活動…他校の生徒が在籍する学校に希望する部活動がない場合、加入を認めることの
できる部活動（県中体連による令和６年度からの新制度）

※ 合同部活動 …部員数の減少により単独でチームが編成できない場合、２つ以上の学校が合同
で行う部活動。（平成14年からスタートしている）

協議①

7
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□第１弾を作成済【配布資料参照】

□配架先【◎電子、●紙媒体】

◎庁内 ◎市立小、中、中等教育学校 ●公民館

●区役所情報公開コーナー ●体育施設 ●文化施設 ●市内図書館

●大学コンソーシアム加盟大学 ●包括連携協定企業

＜部活動改革ＰＲリーフレット＞

(2)ワーキンググループの検討状況

②地域連携・支援WG まとめ

第２弾リーフレット（案）
裏面表面

●ＦＡＱ
①全校で実施するの？
②休日の大会の扱いは？
③家庭の負担は？
④どんな種目があるの？
⑤部活動と違う種目に参加できるか？
⑥指導者になる方法は？

●モデル校の活動内容
・休日の部活動を地域クラブ活動へ
・統括団体から指導者の確保、派遣
・運営方法の検証

●検証の成果と課題
≪成果≫
・生徒も保護者も肯定的な評価
・教員の負担軽減
≪課題≫
・教職員の協力なしに指導者確保は困難
・地域、保護者への周知、説明が必要 8

＜担当連絡先＞
教育課程指導課
中学校教育係
Tel ８２９−１６６１
E-mai
kyoikukateishido@city.saitama.lg.jp

「まちクラブマニュアル目次（素案）」について

9

第1章 まちクラブ運営の基本理念と目的
1-1 まちクラブの意義と役割
1-2 学校と地域の協働による運営の考え方

第2章 運営体制と役割分担
2-1 運営体制の全体像
2-2 学校の役割（校長・教頭・部活動担当教員など）
2-3 まちクラブの役割（会長・事務局など）
2-4 連携・協議の場の設置と運営（運営委員会等）

第3章 活動の企画・実施と記録
3-1 活動計画の立案と年間スケジュール
3-2 活動場所・時間・内容の設定
3-3 活動記録・報告書の作成と共有

第4章 安全管理と対応
4-1 安全管理体制の整備
4-2 緊急時の対応マニュアル
4-3 学校施設使用時の注意事項

第5章 財政・広報・地域連携
5-1 財源の確保（会費・補助金・協賛等）
5-2 会計処理と報告の基本
5-3 地域への広報と理解促進
5-4 保護者・地域団体との連携強化

第１〜４回の
ＷＧで素案を検討

12/12
加藤前片柳中校長

による講演
（モデル校校長も参加）

12/18
第２回協議会

３月
マニュアル
素案完成

(2)ワーキンググループの検討状況

②地域連携・支援WG まとめ

スケジュール

立ち上げ前は、まちクラブと
学校が協力して取り組む

立ち上げ後は、「まちクラ
ブ」と学校が連携・協力し、
役割を分担し、ぞれぞれの
やることを明らかにして
取り組む

8

9
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１ 広報活動の充実について

発信方法、配架先の拡充の検討。各スポーツ協会、文化団体の

大会やコンクール等で定期的に配布するなど。

２ 「まちクラブマニュアル（素案）」の作成

各学校に実態を踏まえつつ、各校の「まちクラブ」立ち上げの

サポート（マニュアル骨子の作成、関係団体の情報収集・提供

等）を実施する。

今後に向けて
協議②

(2)ワーキンググループの検討状況

②地域連携・支援WG まとめ

10

11

国における受益者負担額の考え方
現在、国は以下の方向で受益者負担を調整しようとしています

・「公的負担とのバランスを維持しつつ、子どもや家庭の
負担が過重にならないように配慮する制度設計」

・「全国の自治体間で受益者負担に大きなバラつきが出
ないようにするため、国レベルで費用の目安を示す」

・「ユニフォーム代、指導者謝礼、移動費なども含めた
負担範囲を明確化」

・「経済的に厳しい家庭への配慮を制度上で確保する」

(2)ワーキンググループの検討状況

③財政戦略・運営WG まとめ

10

11
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さいたま市における受益者負担シミュレーション

保険、施設使用料、物品など、他にも費用の負担は生じる。

各学年７，０００人
が参加した場合

(2)ワーキンググループの検討状況

③財政戦略・運営WG まとめ

２，０００円３，０００円指導者報酬を受益者負担
を賄う場合の月会費

９１４，６６０，０００円９１４，６６０，０００円必要な予算

３６４，０００，０００円５４２，０１６，０００円受益者負担

５５０，６６０，０００円３７２，６４４，０００円市一般財源

他自治体の事例
月会費年会費徴収主体徴収方法開始時期校数自治体

〜3,000円〜5,000円委託業者アプリによる決済R8年9月9校千葉県
印西市

各クラブ活動で額を決定、徴収する
予定各クラブ活動各クラブ活動

※基金設立予定未定7校香川県
三豊市

月3,000円程度を想定しているが、
活動内容を3層に分けて、各層の額
を決定予定

各クラブ活動各クラブ活動
※月謝制未定16校長野県

上田市

月2,000〜4,000円
※印西市を参考にする委託業者アプリによる決済未定52校千葉県

千葉市

＜使用用途＞ … 指導者謝金、指導者・生徒保険料、物品購入費
多くの自治体は、国が示すであろう受益者負担額を参考に決定する。
しかし、現時点(R7.9.30)で示されておらず、各自治体、決められないのが現状。

また、行政が徴収しない自治体が多い。

(2)ワーキンググループの検討状況

③財政戦略・運営WG まとめ

13
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施設利用にともなう課題

＜学校施設を利用する場合＞
・ 指学校施設破損時の対応
・ 導者の駐車スペースの確保
・（拠点校・合同部活動）十分な活動スペースの確保

＜学校施設以外を利用する場合＞
・ 施設使用料の負担 → 家庭の理解を得ることはできるか（家庭から徴収する場合）

・ 施設への移動手段
・ トラブル発生を想定した指導者研修
・ 施設による設備の差

【スマート予約システム】
活動場所の予約・確保にシステムを利用することで、ダブルブッキング等のヒューマン

エラーを防止できるため、非常に有効である。しかし、予算や設置の手間はかなりかかる
ことが予想される

(2)ワーキンググループの検討状況

③財政戦略・運営WG まとめ

14

財源確保について

「地域スポーツ・文化クラブ活動整備」に関しては、多額の財政
支出を要することから、一般財源・受益者負担での財源確保を図
ることが現実的である。

(2)ワーキンググループの検討状況

③財政戦略・運営WG まとめ

今後について

その他の財源確保についても、他市の事例を参考に研究を進める

【他市の事例】
・埼玉県戸田市 ふるさと納税を活用したクラウドファンディングを実施。
・沖縄県うるま市 企業版ふるさと納税を活用。
・茨城県つくば市 補助金・行政予算・企業協賛・学校施設の収益化などを包括的に設計。

15

14

15
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16

想定される「土日のトラブルの対応策」素案作成に向けて

・「どのような既存のマニュアルや指針などを
活用することができるか」

・「どのような対応策を示すことができるか」

マニュアル案を作成
※「まちクラブマニュアル」の「第4章 安全管理と対応」

(2)ワーキンググループの検討状況

④リスク・法務対策WG まとめ

17

「さいたま市いじめ防止基本方針」
「さいたま市立学校児童生徒事故等危機管理対応マニュアル」
「さいたま市教育委員会職員のハラスメントの防止等に関する要綱」

等に準じて・・・

例として
「さいたま市部活動地域展開いじめ対応モデル（案）」

を作成した。

(2)ワーキンググループの検討状況

④リスク・法務対策WG まとめ

16

17
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18

「さいたま市部活動地域展開いじめ対応モデル（案）」

・「誰が」「何を」に応じたフローチャート等

の整理と作成が、今後の課題

・相談窓口をどこに設置すべきか

→事案によって対応する組織が異なるため、

「誰が」「何を」に分け、「まちクラブ」

「管理を担う組織」どちらに設置すべきかを

整理しつつ、作成する必要がある。

●誰が…生徒が、指導者が
（地域の指導者が 兼職兼業の教職員が 兼職兼業の市職員が）

●何を…いじめを、事件を、体罰・不適切な指導を、
性暴力を、ハラスメントを、事故を

(2)ワーキンググループの検討状況

④リスク・法務対策WG まとめ

２ 協議事項

19

１ さらなる人材確保に向けた方策について

２ 広報活動の充実について
※発信方法、配架先の拡充 など

18

19






